
公益財団法人青森県市町村振興協会

令和２年度事業計画（変更後）

本協会の管理運営の充実強化を図るとともに、本協会の目的である県内市町村の振興

を図るため、関係諸団体と緊密な連絡調整をとりながら次の事業を実施する。

１．市町村振興宝くじ収益金の交付事業

（１）市町村に対するサマージャンボ宝くじ収益金の交付 （270,000千円）

青森県から交付される令和２年度のサマージャンボ宝くじ収益金のうち、２億７千

万円を４０市町村に均等割（３０％）・人口割（７０％）で交付する。

（２）市町村に対するハロウィンジャンボ宝くじ収益金の交付 （197,324千円）

青森県から交付される令和２年度のハロウィンジャンボ宝くじ収益金の全額を４０

市町村に均等割（３０％）・人口割（７０％）で交付する。

２．市町村振興事業

（１）市町村振興特別対策事業 （100,000千円）

青森県市長会、青森県町村会がそれぞれ行う新型コロナウイルス感染症対策に助成

する。

（２）「あおもり未来創造塾」助成事業 （1,000千円）

まち・ひと・しごと創生総合戦略における各種施策の推進にあたり、県及び市町村

の連携を強化するため、自治体間の問題意識の共有、政策形成能力の向上、人的ネッ

トワークの構築等を図る「あおもり未来創造塾実行委員会」が行う研修会開催経費の

１／２を助成する。

（３）「あおもり移住・交流推進協議会」助成事業 （31,500千円）

青森県及び県内市町村で構成する「あおもり移住・交流推進協議会」が行う、首都

圏での相談窓口の運営、移住者受入体制整備事業、首都圏での情報発信強化事業、関

係機関連携促進事業について助成する。

（４）アスパム市町村ホール管理運営費助成 （4,050千円）

青森県観光物産館アスパム内に、青森県内の市町村に関する観光情報発信のため設

置された市町村ホールの管理運営費について助成する。



３．調査研究事業

（１）市町村ハンドブックの発行 （655千円）

本県４０市町村の概要や特色（人口、財政状況、主要施策、特産品、祭り及び行事

等）について取りまとめた冊子で、県内市町村等に対する理解を深めると共に、行財

政の健全化・合理化を図る上での一助とする。

体裁：Ｂ６版、２色刷り、２００頁程度、１７００部

主な配布先：県内市町村、青森県（県庁各課、各出先）、４６都道府県、その他関係機関

※同内容の電子データを本協会及び青森県のホームページに掲載

（２）市町村財政概要、市町村財政便覧の発行 （580千円）

本県４０市町村の普通会計及び公営企業会計の決算等を取りまとめた冊子を作成

し、市町村等の財政状況の実態を把握し、行財政の健全化・合理化を図る上での一助

とする。

［市町村財政概要］

体裁：Ａ４版、１色刷り、４００頁程度、２５０部

主な配布先：県内市町村、青森県（県庁各課、各出先）、東北各県等

［市町村財政便覧］

体裁：Ａ４版、１色刷り、３００頁程度、２５０部

主な配布先：県内市町村、青森県（県庁各課、各出先）、東北各県等

※同内容の電子データを本協会及び青森県のホームページに掲載。

（３）市町村立病院経営便覧の発行 （211千円）

本県に所在する市町村立病院の施設・業務状況、収支の状況及び経営分析・状況等

を取りまとめた冊子で、病院経営の健全化・合理化のための一助とする。

体裁：Ａ４版、１色刷り、１１０頁程度、２４０部

主な配布先：県内市町村、関係病院等、青森県（県庁各課）、その他関係機関

※同内容の電子データを本協会及び青森県のホームページに掲載

（４）資料の収集、情報の提供

全国市町村振興協会ほか関係機関との連絡を密にし、県内市町村の振興に関する情

報の収集及び提供に努める。

４．市町村の振興に資するための人材育成事業

（１）青森県自治研修所の市町村職員研修に対する助成

①青森県自治研修所市町村職員研修負担金助成 （23,126千円）

②青森県自治研修所市町村職員旅費助成 （8,190千円）

青森県自治研修所が行う研修を受講した県内市町村職員等に係る受講費及び旅費を



助成する。

（２）市町村職員中央研修所の市町村職員研修に対する助成 （5,351千円）

市町村職員中央研修所（千葉県千葉市）が行う一般行政職を対象とした研修を受講

した県内市町村職員等に係る受講費及び旅費を助成する。

（３）全国市町村国際文化研修所の市町村職員研修に対する助成 （2,821千円）

全国市町村国際文化研修所（滋賀県大津市）が行う一般行政職を対象とした国内研

修を受講した県内市町村職員等に係る受講費及び旅費を助成する。

（４）自治大学校の市町村職員研修に対する助成 （3,173千円）

自治大学校（東京都立川市）が行う研修を受講した県内市町村職員等に係る受講費

及び旅費を助成する。

（５）東北自治研修所の市町村職員研修に対する助成 （1,322千円）

東北自治研修所（宮城県富谷市）が行う研修を受講した県内市町村職員等に係る受

講費及び旅費を助成する。

（６）全国建設研修センターの市町村職員研修に対する助成 （7,126千円）

全国建設研修センター（東京都小平市）が行う建設系技術者等の能力の維持・向上

を図るための研修を受講した県内市町村職員等に係る受講費及び旅費を助成する。

（７）日本下水道事業団研修センターの市町村職員研修に対する助成 （5,002千円）

日本下水道事業団研修センター（埼玉県戸田市）が行う下水道建設事業に必要な専

門的な技術者養成の研修を受講した県内市町村職員等に係る受講費及び旅費を助成す

る。

（８）その他の研修機関の市町村職員研修に対する助成 （1,118千円）

市町村の一般行政職を対象とした研修で、当該研修機関が所有する研修会場及び宿

泊施設を使用して行う研修を受講した県内市町村職員等に係る受講費及び旅費を助成

する。

（９）青森県市町村課の市町村職員研修に対する助成 （3,784千円）

青森県市町村課が県内市町村職員を対象に、青森県自治研修所において行う制度改

正に関する研修や、緊急課題対応のための研修開催経費を助成する。



５．貸付事業

（１）市町村に対する長期貸付 （1,700,000千円）

市町村等が行う公共施設整備の一般単独事業へ資金を融資するもの。貸付利率は、

財政融資資金の貸付利率から０．３％を減じた利率を基本とする。

償還年限は１５年以内、うち据置期間は３年以内とする。

６．市町村関係団体が行う市町村振興に資する事業に対する助成

（１）県内の地方４団体の活動を支援するため助成する。

①青森県市長会 （11,200千円）

②青森県町村会 （9,000千円）

③青森県市議会議長会 （1,350千円）

④青森県町村議会議長会 （2,700千円）

（２）あおもり被害者支援センター運営費の市町村負担金助成 （2,000千円）

犯罪や重大な交通事故の被害者等の支援を行うあおもり被害者支援センターの運営

費に係る支援を青森県市長会、青森県町村会を経由して助成する。

（３）軽自動車税に係る市町村業務委託費助成 （9,857千円）

青森県内における軽自動車等に係る軽自動車税の申告書の処理について、青森県市

長会、青森県町村会が一般社団法人全国軽自動車協会連合会青森事務所に業務委託し

ている委託料について助成する。

（４）青森空港国際化促進協議会への助成 （5,000千円）

青森空港国際化促進協議会が行う青森・ソウル線の利用促進を図るための人財育成

事業等に対して助成する。

（５）青森県自治研修所改修費用の市町村負担金助成 （13,574千円）

青森県自治研修所の老朽化に伴う改修工事費用について、これまでと同様に、県

８０％：市町村２０％を適用し、市町村負担となる13,574千円について助成する。

（６）東北デスティネーションキャンペーン市町村負担金助成〈新規〉（12,500千円）

ＪＲ東日本と東北６県、観光事業者等が共同で実施する大型観光キャンペーンに係

る県内市町村負担金を助成する。（２カ年継続）

前回（平成27・28年度）実施した青森県・函館デスティネーションキャンペーン市

町村負担金は、２カ年で合計50,000千円を助成した。（単年25,000千円）
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７．広報宣伝事業

（１）ホームページによる協会運営状況の公開

本協会の定款、役員名簿、事業計画、予算等運営状況をインターネット上で公開し

ている。

（２）協会案内（パンフレット）の配布 （393千円）

本協会の事業概要を紹介するとともに、サマージャンボ宝くじ及びハロウィンジャ

ンボ宝くじの発売日の告知により販売促進につなげる。

体裁：Ａ４版、フルカラー刷り、８頁、１６００部

主な配布先：県内市町村、青森県（関係課）、４６都道府県振興協会、その他関係機関

※同内容の電子データを本協会ホームページに掲載

（３）協会事業説明会の開催 （84千円）

本協会が行う県内市町村の振興のための事業について、市町村担当者の理解を深め

るために開催する。

（４）サマージャンボ宝くじ及びハロウィンジャンボ宝くじの販売促進に係る広報宣伝

（8,628千円）

本県市町村の振興事業の財源確保と充実のため販売促進に向け､新聞・ラジオ等の

広報媒体を活用し広報宣伝を行う。
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（２）令和２年度収支予算案について

令和２年度収支予算は、次のとおりとする。
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令和２年度 収支予算書

収支予算書（正味財産増減計算ベース） ・・・・・ 10頁～11頁

指定正味財産増減、投資活動収支及び貸付

事業収支の見込み書 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 12頁

収支予算書内訳表（正味財産増減計算ベ－ス） ・・ 13頁～14頁

指定正味財産増減、投資活動収支及び貸付

事業収支の見込み書内訳表 ・・・・・・・・・・・・ 15頁

収支予算書（収支計算ベース） ・・・・・・・・・・ 16頁～17頁

収支予算書内訳表（収支計算ベース） ・・・・・・・ 18頁～19頁

資金調達及び設備投資の見込み ・・・・・・・・・・ 20頁

附属資料

財産目録 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21頁
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令和２年度 収支予算書（正味財産増減計算ベース）

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 単位：円

科 目 当年度 前年度 増 減

Ⅰ 一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
（１）経常収益
基本財産運用益 1,000 1,000 0
基本財産受取利息 1,000 1,000 0
特定資産運用益 39,133,000 52,914,000 △ 13,781,000
基金積立資産受取利息 423,000 2,608,000 △ 2,185,000
特定資産運用益振替額 4,495,000 2,963,000 1,532,000
長期貸付金受取利息 34,215,000 47,343,000 △ 13,128,000
受取補助金等 793,218,000 818,258,000 △ 25,040,000
受取ハロウィンジャンボ交付金 197,324,000 230,188,000 △ 32,864,000
受取サマージャンボ交付金振替額 594,944,000 587,120,000 7,824,000
受取全国協会等助成金 950,000 950,000 0
受取負担金 6,030,000 5,637,000 393,000
受取負担金 6,030,000 5,637,000 393,000
雑収入 5,000 5,000 0
退職給付引当資産取崩収入 1,000 1,000 0
受取利息 3,000 3,000 0
雑収益 1,000 1,000 0
経常収益計 838,387,000 876,815,000 △ 38,428,000
（２）経常費用
事業費 776,250,000 814,578,000 △ 38,328,000
給料手当 27,113,000 26,489,000 624,000
法定福利費 4,591,000 4,438,000 153,000
退職給付積立資産支出 1,000 1,000 0
退職給付費用 1,738,000 1,998,000 △ 260,000
会議費 1,000 1,000 0
旅費交通費 1,000 1,000 0
通信運搬費 106,000 106,000 0
什器備品購入費 1,000 1,000 0
減価償却費 18,000 347,000 △ 329,000
消耗品費 14,000 14,000 0
修繕費 1,000 1,000 0
印刷製本費 1,366,000 1,366,000 0
リース料 1,000 1,000 0
賃借料 53,000 53,000 0
諸謝金 1,000 1,000 0
支払負担金 1,000 1,000 0
支払助成金 264,744,000 270,584,000 △ 5,840,000
サマージャンボ交付金 270,000,000 270,000,000 0
ハロウィンジャンボ交付金 197,324,000 230,188,000 △ 32,864,000
長期借入金支払利息 163,000 530,000 △ 367,000
委託費 384,000 423,000 △ 39,000
広告料 8,628,000 8,034,000 594,000
管理費 62,137,000 62,237,000 △ 100,000
役員等報酬 1,150,000 1,150,000 0
給料手当 3,012,000 2,943,000 69,000
法定福利費 510,000 493,000 17,000
退職給付費用 221,000 221,000 0
会議費 529,000 503,000 26,000
旅費交通費 879,000 913,000 △ 34,000
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通信運搬費 268,000 267,000 1,000
減価償却費 1,000 38,000 △ 37,000
消耗什器備品費 200,000 200,000 0
消耗品費 462,000 511,000 △ 49,000
印刷製本費 208,000 208,000 0
リース料 2,483,000 2,397,000 86,000
賃借料 2,753,000 2,740,000 13,000
交際費 30,000 30,000 0
支払負担金 7,716,000 7,477,000 239,000
全国協会納付金 40,919,000 41,349,000 △ 430,000
支払報酬 660,000 660,000 0
委託費 95,000 96,000 △ 1,000
雑費 41,000 41,000 0
経常費用計 838,387,000 876,815,000 △ 38,428,000
評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0
基本財産評価損益等 0 0 0
特定財産評価損益等 0 0 0
投資有価証券評価損益等 0 0 0
評価損益等計 0 0 0
当期経常増減額 0 0 0
２．経常外増減の部
（１）経常外収益
経常外収益計 0 0 0
（２）経常外費用
経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
他会計振替額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 0 0 0
一般正味財産期首残高 2,878,063 1,338,388 1,539,675
一般正味財産期末残高 2,878,063 1,338,388 1,539,675

Ⅱ 指定正味財産増減の部
受取サマージャンボ交付金 409,181,000 413,490,000 △ 4,309,000
特定資産運用益 4,495,000 2,963,000 1,532,000
一般正味財産への振替額 △ 599,439,000 △ 590,083,000 △ 9,356,000
当期指定正味財産増減額 △ 185,763,000 △ 173,630,000 △ 12,133,000
指定正味財産期首残高 17,239,880,547 17,391,248,683 △ 151,368,136
指定正味財産期末残高 17,054,117,547 17,217,618,683 △ 163,501,136

Ⅲ 正味財産期末残高 17,056,995,610 17,218,957,071 △ 161,961,461
（注） 1 前年度予算は当初予算

2 弾力条項
次の表の経常収益の欄に掲げる科目に係る予算額に比して増加するときは、その増加
した金額の範囲内において、経常費用の欄に掲げる科目について増額して支出を行うこ
とができる。

経常収益 経常費用
受取ハロウィンジャンボ宝くじ交付金 ハロウィンジャンボ宝くじ交付金
受取サマージャンボ宝くじ交付金 全国協会納付金

3 借入限度額 0円
4 債務負担額 0円
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令和２年度 指定正味財産増減、投資活動収支及び貸付事業収支の見込み書

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

指定正味財産増減の見込み 単位：円

科 目 当年度 前年度 増 減

指定正味財産増減の部

受取サマージャンボ交付金 409,181,000 413,490,000 △ 4,309,000

特定資産運用益 4,495,000 2,963,000 1,532,000

一般正味財産への振替額 △ 599,439,000 △ 590,083,000 △ 9,356,000

当期指定正味財産増減額 Ａ △ 185,763,000 △ 173,630,000 △ 12,133,000

投資活動収支及び貸付事業収支の見込み

科 目 当年度 前年度 増 減

投資活動収入及び貸付事業収入

特定資産取崩額 2,294,944,000 2,287,120,000 7,824,000

基金積立資産取崩収入 2,294,944,000 2,287,120,000 7,824,000

貸付金元金償還金 1,840,815,000 1,971,913,000 △ 131,098,000

短期貸付金元金償還金 0 0 0

長期貸付金元金償還金 1,840,815,000 1,971,913,000 △ 131,098,000

投資活動収入及び貸付事業収入 ａ 4,135,759,000 4,259,033,000 △ 123,274,000

投資活動支出及び貸付事業支出

特定資産積立支出 1,636,601,000 1,776,515,000 △ 139,914,000

基金積立資産積立支出 1,636,601,000 1,776,515,000 △ 139,914,000

資金貸付金 1,700,000,000 1,700,000,000 0

短期資金貸付金 0 0 0

長期資金貸付金 1,700,000,000 1,700,000,000 0

投資活動支出及び貸付事業支出計 ｂ 3,336,601,000 3,476,515,000 △ 139,914,000

投資活動及び貸付事業の収支差額 (a-b) Ｂ 799,158,000 782,518,000 16,640,000

合計 Ａ＋Ｂ 613,395,000 608,888,000 4,507,000

（注）1 前年度予算は当初予算

2 弾力条項

次の表の収入の欄に掲げる科目に係る金額が予算額に比して増加するときは、その増加

した金額の範囲内において、支出に掲げる科目について増額して支出を行うことができる。

収 入 支 出

サマージャンボ交付金

長期貸付金元金償還金
基金積立資産積立支出
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令和２年度 収支予算書内訳表（正味財産増減計算ベース）

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

単位：円

公益目的 内部取

事業会計 引控除

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 1,000 0 1,000 0 0 1,000

基本財産受取利息 1,000 0 1,000 0 0 1,000

特定資産運用益 23,949,000 0 23,949,000 15,184,000 0 39,133,000

基金積立資産受取利息 423,000 0 423,000 0 0 423,000

特定資産運用益振替額 4,495,000 0 4,495,000 0 0 4,495,000

長期貸付金受取利息 19,031,000 0 19,031,000 15,184,000 0 34,215,000

受取補助金等 752,299,000 0 752,299,000 40,919,000 0 793,218,000

受取ハロウィンジャンボ交付金 197,324,000 0 197,324,000 0 0 197,324,000

受取サマージャンボ交付金振替額 554,025,000 0 554,025,000 40,919,000 0 594,944,000

受取全国協会等助成金 950,000 0 950,000 0 0 950,000

受取負担金 0 0 0 6,030,000 0 6,030,000

受取負担金 0 0 0 6,030,000 0 6,030,000

雑収入 1,000 0 1,000 4,000 0 5,000

退職給付引当資産取崩収入 1,000 0 1,000 0 0 1,000

受取利息 0 0 0 3,000 0 3,000

雑収益 0 0 0 1,000 0 1,000

経常収益計 776,250,000 0 776,250,000 62,137,000 0 838,387,000

（２）経常費用

事業費 776,250,000 0 776,250,000 0 0 776,250,000

給料手当 27,113,000 0 27,113,000 0 0 27,113,000

法定福利費 4,591,000 0 4,591,000 0 0 4,591,000

退職給付積立資産支出 1,000 0 1,000 0 0 1,000

退職給付費用 1,738,000 0 1,738,000 0 0 1,738,000

会議費 1,000 0 1,000 0 0 1,000

旅費交通費 1,000 0 1,000 0 0 1,000

通信運搬費 106,000 0 106,000 0 0 106,000

什器備品購入費 1,000 0 1,000 0 0 1,000

減価償却費 18,000 0 18,000 0 0 18,000

消耗品費 14,000 0 14,000 0 0 14,000

修繕費 1,000 0 1,000 0 0 1,000

印刷製本費 1,366,000 0 1,366,000 0 0 1,366,000

リース料 1,000 0 1,000 0 0 1,000

賃借料 53,000 0 53,000 0 0 53,000

諸謝金 1,000 0 1,000 0 0 1,000

支払負担金 1,000 0 1,000 0 0 1,000

支払助成金 264,744,000 0 264,744,000 0 0 264,744,000

サマージャンボ交付金 270,000,000 0 270,000,000 0 0 270,000,000

ハロウィンジャンボ交付金 197,324,000 0 197,324,000 0 0 197,324,000

長期借入金支払利息 163,000 0 163,000 0 0 163,000

科 目 共通 小 計 法人会計 合 計
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委託費 384,000 0 384,000 0 0 384,000

広告料 8,628,000 0 8,628,000 0 0 8,628,000

管理費 62,137,000 0 62,137,000

役員等報酬 1,150,000 0 1,150,000

給料手当 3,012,000 0 3,012,000

法定福利費 510,000 0 510,000

退職給付費用 221,000 0 221,000

会議費 529,000 0 529,000

旅費交通費 879,000 0 879,000

通信運搬費 268,000 0 268,000

減価償却費 1,000 0 1,000

消耗什器備品費 200,000 0 200,000

消耗品費 462,000 0 462,000

印刷製本費 208,000 0 208,000

リース料 2,483,000 0 2,483,000

賃借料 2,753,000 0 2,753,000

交際費 30,000 0 30,000

支払負担金 7,716,000 0 7,716,000

全国協会納付金 40,919,000 0 40,919,000

支払報酬 660,000 0 660,000

委託費 95,000 0 95,000

雑費 41,000 0 41,000

経常費用計 776,250,000 0 776,250,000 62,137,000 0 838,387,000

評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0 0 0 0

基本財産評価損益等 0 0 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 0 0 0 0 0 0

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

他会計振替額 0 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

一般正味財産期首残高 2,878,063 0 2,878,063 0 0 2,878,063

一般正味財産期末残高 2,878,063 0 2,878,063 0 0 2,878,063

Ⅱ 指定正味財産増減の部

受取サマージャンボ交付金 368,262,000 0 368,262,000 40,919,000 0 409,181,000

特定資産運用益 4,495,000 0 4,495,000 0 0 4,495,000

一般正味財産への振替額 △ 558,520,000 0 △ 558,520,000 △ 40,919,000 0 △ 599,439,000

当期指定正味財産増減額 △ 185,763,000 0 △ 185,763,000 0 0 △ 185,763,000

指定正味財産期首残高 17,239,880,547 0 17,239,880,547 0 0 17,239,880,547

指定正味財産期末残高 17,054,117,547 0 17,054,117,547 0 0 17,054,117,547

Ⅲ 正味財産期末残高 17,056,995,610 0 17,056,995,610 0 0 17,056,995,610
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令和２年度 指定正味財産増減、投資活動収支及び貸付事業収支の見込み内訳表

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

指定正味財産増減の見込み 単位:円

科 目 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合 計

指定正味財産増減の部

受取サマージャンボ交付金 368,262,000 40,919,000 0 409,181,000

特定資産運用益 4,495,000 0 0 4,495,000

一般正味財産への振替額 △558,520,000 △40,919,000 0 △599,439,000

当期指定正味財産増減額 Ａ △185,763,000 0 0 △185,763,000

投資活動収支及び貸付事業収支の見込み

科 目 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合 計

投資活動収入及び貸付事業収入

特定資産取崩額 2,294,944,000 0 0 2,294,944,000

基金積立資産取崩収入 2,294,944,000 0 0 2,294,944,000

貸付金元金償還金 1,840,815,000 0 0 1,840,815,000

短期貸付金元金償還金 0 0 0 0

長期貸付金元金償還金 1,840,815,000 0 0 1,840,815,000

投資活動収入及び貸付事業収入計 a 4,135,759,000 0 0 4,135,759,000

投資活動支出及び貸付事業支出

特定資産積立支出 1,636,601,000 0 0 1,636,601,000

基金積立資産積立支出 1,636,601,000 0 0 1,636,601,000

資金貸付金 1,700,000,000 0 0 1,700,000,000

短期資金貸付金 0 0 0 0

長期資金貸付金 1,700,000,000 0 0 1,700,000,000

投資活動支出及び貸付事業支出計 ｂ 3,336,601,000 0 0 3,336,601,000

投資活動及び貸付事業の収支差額 Ｂ（ａ-ｂ） 799,158,000 0 0 799,158,000

合計 Ａ＋Ｂ 613,395,000 0 0 613,395,000



- 11 -

令和２年度 収支予算書（収支計算ベース）

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

単位:千円

科 目 当年度 前年度 増減 備 考
Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

基本財産運用収入 1 1 0

基本財産利息収入 1 1 0 基本財産1，000千円の預金利息

特定資産運用収入 54,850 65,046 △ 10,196

基金積立資産利息収入 423 2,608 △ 2,185 銀行預金の運用による利金

特定資産運用収入 20,212 15,095 5,117 債券の運用による利金

長期貸付金利息収入 34,215 47,343 △ 13,128 市町村貸付金利息

貸付金償還収入 1,840,815 1,971,913 △ 131,098

長期貸付金償還収入 1,840,815 1,971,913 △ 131,098 市町村貸付元金償還

交付金等収入 607,455 644,628 △ 37,173

ハロウィンジャンボ交付金収入 197,324 230,188 △ 32,864 ハロウィンジャンボ宝くじ収益金

サマージャンボ交付金収入 409,181 413,490 △ 4,309 サマージャンボ宝くじ収益金

全国協会等助成金収入 950 950 0 宝くじ広報宣伝助成金他

負担金収入 6,030 5,637 393

負担金収入 6,030 5,637 393 人件費等負担金(市長会他)

雑収入 4 4 0

受取利息収入 3 3 0 普通預金利息

雑収益 1 1 0

事業活動収入計 ａ 2,509,155 2,687,229 △ 178,074

２．事業活動支出

事業費支出 2,492,898 2,547,564 △ 54,666

長期貸付事業支出 1,700,000 1,700,000 0 市町村貸付金

長期借入金返済支出 16,667 33,334 △ 16,667 全国協会への元金返済

長期借入金支払利息支出 163 530 △ 367 全国協会への利息返済

給料手当支出 27,113 26,489 624 職員6名分(管理費との按分）

法定福利費支出 4,591 4,438 153 社会保険料等職員6名分(管理費との按分）

退職給付費用支出 1,738 1,998 △ 260 当年度加算積立(管理費との按分)

会議費支出 1 1 0

旅費交通費支出 1 1 0

通信運搬費支出 106 106 0

什器備品購入費支出 1 1 0

消耗品費支出 14 14 0

修繕費支出 1 1 0

印刷製本費支出 1,366 1,366 0 市町村ハンドブック等印刷

リース料支出 1 1 0

賃借料支出 53 53 0

諸謝金支出 1 1 0

支払負担金支出 1 1 0

支払助成金支出 264,744 270,584 △ 5,840 市町村職員研修受講費助成他

支払交付金支出 270,000 270,000 0 サマージャンボ宝くじ交付金

支払交付金支出 197,324 230,188 △ 32,864 ハロウィンジャンボ宝くじ交付金

委託費支出 384 423 △ 39 協会案内作成委託他

広告料支出 8,628 8,034 594 サマージャンボ他販売促進

管理費支出 62,136 62,199 △ 63

役員等報酬支出 1,150 1,150 0

給料手当支出 3,012 2,943 69 (事業費との按分）

法定福利費支出 510 493 17 (事業費との按分）

退職給付費用支出 221 221 0 (事業費との按分）

会議費支出 529 503 26
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旅費交通費支出 879 913 △ 34

通信運搬費支出 268 267 1

消耗什器備品費支出 200 200 0

消耗品費支出 462 511 △ 49

印刷製本費支出 208 208 0

リース料支出 2,483 2,397 86 ＬＡＮシステム

賃借料支出 2,753 2,740 13 事務室借上料他

交際費支出 30 30 0

支払負担金支出 7,716 7,477 239 兼務従事者人件費負担等

全国協会納付金支出 40,919 41,349 △ 430 サマージャンボ交付金の10％

支払報酬支出 660 660 0 税理士等

委託費支出 95 96 △ 1

雑費支出 41 41 0

事業活動支出計 ｂ 2,555,034 2,609,763 △ 54,729

事業活動収支差額 Ａ(a-b) △ 45,879 77,466 △ 123,345

Ⅱ 投資活動収支の部

１ 投資活動収入

特定資産取崩収入 2,294,944 2,287,120 7,824

基金積立資産取崩収入 2,294,944 2,287,120 7,824

投資活動収入計 ｃ 2,294,944 2,287,120 7,824

２ 投資活動支出

特定資産積立支出 1,636,601 1,776,515 △ 139,914

基金積立資産積立支出 1,636,601 1,776,515 △ 139,914

投資活動支出計 ｄ 1,636,601 1,776,515 △ 139,914

投資活動収支差額 Ｂ(c-d) 658,343 510,605 147,738

Ⅲ 財務活動収支の部

１ 財務活動収入

財務活動収入計 ｅ 0 0 0

２ 財務活動支出

財務活動支出計 ｆ 0 0 0

財務活動収支差額 Ｃ(e-f) 0 0 0

Ⅳ 予備費 Ｄ 3,000 3,000 0

当期収支差額 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ 609,464 585,071 24,393

前期繰越収支差額 △ 609,464 △ 585,071 △ 24,393

次期繰越収支差額 0 0 0

（注） 1 前年度予算は当初予算

2 弾力条項

次の表の収入の欄に掲げる科目に係る金額が予算額に比して増加するときは、その増加した金額

の範囲内において、支出の欄に掲げる科目について増額して支出を行うことができる。

収 入 支 出

ハロウィンジャンボ交付金収入 支払交付金支出

支払全国協会納付金支出

長期貸付金償還収入

3 借入限度額 0円

4 債務負担額 0円

サマージャンボ交付金収入

基金積立資産積立支出
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令和２年度 収支予算書内訳表（収支計算ベース）

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

単位：千円

公益目的 内部取

事業会計 引控除

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

基本財産運用収入 1 0 1 0 0 1

基本財産利息収入 1 0 1 0 0 1

特定資産運用収入 39,666 0 39,666 15,184 0 54,850

基金積立資産利息収入 423 0 423 0 0 423

特定資産運用収入 20,212 0 20,212 0 0 20,212

長期貸付金利息収入 19,031 0 19,031 15,184 0 34,215

貸付金償還収入 1,840,815 0 1,840,815 0 0 1,840,815

長期貸付金償還収入 1,840,815 0 1,840,815 0 0 1,840,815

交付金等収入 566,536 0 566,536 40,919 0 607,455

ハロウィンジャンボ交付金収入 197,324 0 197,324 0 0 197,324

サマージャンボ交付金収入 368,262 0 368,262 40,919 0 409,181

全国協会等助成金収入 950 0 950 0 0 950

負担金収入 0 0 0 6,030 0 6,030

負担金収入 0 0 0 6,030 0 6,030

雑収入 0 0 0 4 0 4

受取利息収入 0 0 0 3 0 3

雑収益 0 0 0 1 0 1

事業活動収入計 ａ 2,447,018 0 2,447,018 62,137 0 2,509,155

２．事業活動支出

事業費支出 2,492,898 0 2,492,898 0 0 2,492,898

長期貸付事業支出 1,700,000 0 1,700,000 0 0 1,700,000

長期借入金返済支出 16,667 0 16,667 0 0 16,667

長期借入金支払利息支出 163 0 163 0 0 163

給料手当支出 27,113 0 27,113 0 0 27,113

法定福利費支出 4,591 0 4,591 0 0 4,591

退職給付費用支出 1,738 0 1,738 0 0 1,738

会議費支出 1 0 1 0 0 1

旅費交通費支出 1 0 1 0 0 1

通信運搬費支出 106 0 106 0 0 106

什器備品購入費支出 1 0 1 0 0 1

消耗品費支出 14 0 14 0 0 14

修繕費支出 1 0 1 0 0 1

印刷製本費支出 1,366 0 1,366 0 0 1,366

リース料支出 1 0 1 0 0 1

賃借料支出 53 0 53 0 0 53

諸謝金支出 1 0 1 0 0 1

支払負担金支出 1 0 1 0 0 1

支払助成金支出 264,744 0 264,744 0 0 264,744

支払交付金支出(ｻﾏｰｼﾞｬﾝﾎﾞ) 270,000 0 270,000 0 0 270,000

支払交付金支出(ﾊﾛｳｲﾝｼﾞｬﾝﾎﾞ) 197,324 0 197,324 0 0 197,324

科 目 共通 小計 法人会計 合 計
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委託費支出 384 0 384 0 0 384

広告料支出 8,628 0 8,628 0 0 8,628

管理費支出 62,136 0 62,136

役員等報酬支出 1,150 0 1,150

給料手当支出 3,012 0 3,012

法定福利費支出 510 0 510

退職給付費用支出 221 0 221

会議費支出 529 0 529

旅費交通費支出 879 0 879

通信運搬費支出 268 0 268

消耗什器備品費支出 200 0 200

消耗品費支出 462 0 462

印刷製本費支出 208 0 208

リース料支出 2,483 0 2,483

賃借料支出 2,753 0 2,753

交際費支出 30 0 30

支払負担金支出 7,716 0 7,716

全国協会納付金支出 40,919 0 40,919

支払報酬支出 660 0 660

委託費支出 95 0 95

雑費支出 41 0 41

事業活動支出計 ｂ 2,492,898 0 2,492,898 62,136 0 2,555,034

事業活動収支差額 Ａ(a-b) △ 45,880 0 △ 45,880 1 0 △ 45,879

Ⅱ 投資活動収支の部

1 投資活動収入

特定資産取崩収入 2,294,944 0 2,294,944 0 0 2,294,944

基金積立資産取崩収入 2,294,944 0 2,294,944 0 0 2,294,944

投資活動収入計 ｃ 2,294,944 0 2,294,944 0 0 2,294,944

2 投資活動支出

特定資産積立支出 1,636,601 0 1,636,601 0 0 1,636,601

基金積立資産積立支出 1,636,601 0 1,636,601 0 0 1,636,601

投資活動支出計 ｄ 1,636,601 0 1,636,601 0 0 1,636,601

投資活動収支差額 Ｂ (c-d) 658,343 0 658,343 0 0 658,343

Ⅲ 財務活動収支の部

1 財務活動収入

財務活動収入計 ｅ 0 0 0 0 0 0

2 財務活動支出

財務活動支出計 ｆ 0 0 0 0 0 0

財務活動収支差額 Ｃ (e-f) 0 0 0 0 0 0

Ⅳ 予備費 Ｄ 3,000 0 3,000 0 0 3,000

当期収支差額 Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ 609,463 0 609,463 1 0 609,464

前期繰越収支差額 △ 609,463 0 △ 609,463 △ 1 0 △ 609,464

次期繰越収支差額 0 0 0 0 0 0
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資金調達及び設備投資の見込み

令和２年４月１日～令和３年３月３１日

１．資金調達の見込みについて

借り入れの予定 なし

２．設備投資の見込みについて

設備投資の予定 なし
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財 産 目 録
令和２年３月３１日現在（予測） (単位:円)

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

流 預金 普通預金

動 青森銀行新町支店 運転資金として 2,826,925

資 青森銀行新町支店 社会保険料預り金管理 530,536

産 青森銀行新町支店 基金積立資産管理用口座 0

みちのく銀行青森支店 基金積立資産管理用口座 0

流動資産合計 3,357,461

基本財産 預金 定期預金

青森銀行新町支店 公益目的保有財産として 1,000,000

特定資産 退職給付引当資産 青森銀行新町支店 職員の退職手当の支給に備えたもの 10,352,020

長期貸付金 公益目的保有財産として 10,750,575,195

基金積立資産 普通預金

青森銀行新町支店 公益目的保有財産として 68,099,320

定期預金

青森銀行新町支店 公益目的保有財産として 382,568,141

青森銀行新町支店 公益目的保有財産として 1,000,000,000

青森銀行新町支店 公益目的保有財産として 1,000,000,000

青森銀行新町支店 公益目的保有財産として 627,328,340

固 みちのく銀行青森支店 公益目的保有財産として 800,000,000

定 みちのく銀行青森支店 公益目的保有財産として 300,000,000

資 投資有価証券

産 第18回西日本高速道路(株)社債 公益目的保有財産として 204,759,326

第19回西日本高速道路(株)社債 公益目的保有財産として 204,860,097

第144回道路機構債 公益目的保有財産として 203,195,125

第124回福岡北九州高速道路債 公益目的保有財産として 110,435,174

第11回福祉医療機構債 公益目的保有財産として 114,206,975

第34回西日本高速道路(株)社債 公益目的保有財産として 201,320,812

第126回住宅支援機構債 公益目的保有財産として 218,734,347

F152回地方公共団体金融機構債 公益目的保有財産として 109,536,571

15年第2回地方公共団体金融機構債 公益目的保有財産として 107,384,285

第58回東日本高速道路株式会社社債 公益目的保有財産として 201,924,959

第27回国際協力機構 公益目的保有財産として 117,103,378

第18回名古屋市20年公募公債 公益目的保有財産として 114,017,302

第11回広島高速道路 公益目的保有財産として 108,639,071

第199回日本高速道路保有･債務返済機構債券 公益目的保有財産として 106,958,390

第23回新関西国際空港株式会社社債 公益目的保有財産として 104,344,907

第231回道路機構 公益目的保有財産として 99,555,506

その他固 什器備品 (金庫、パソコン) 公益目的保有財産として 223,673

定資産 電話加入権 (1台) 80,300

固定資産合計 17,267,203,214

資産合計 17,270,560,675

流動負債 未払金 管理事務に係る賃借料等 58,818

預り金 (所得税預り金) 公営目的事業及び管理事務に従事する職員の所得税 194,017

社会保険料預り金 公営目的事業及び管理事務に従事する職員の社会保険料 530,536

１年内返済予定長期借入金 (全国市町村振興協会) 公営目的事業に係る全国市町村振興協会か 16,666,674

流動負債合計 17,450,045

固定負債 長期借入金 (全国市町村振興協会) 公営目的事業に係る全国市町村振興協会からの借入金 0

退職給付引当金 職員の退職手当の支給に備えたもの 10,352,020

固定負債合計 10,352,020

負債合計 27,802,065

正味財産 17,242,758,610


